
調査手法

調査手法は、不明回答の削減、データ化
のためのコスト削減等のメリットを考慮
して、オンラインによる回答を促進する、
オンライン回答先行型調査手法を採用
しています。
また、回答者が多様な回答手段を選択
できるようにするために、紙、スマート
フォン、タブレット、PCによる回答
手段を用意しています。

東京都市圏では、約50年に渡って継続的にパーソントリップ調査を実施し、将来のまちづくりや交通計画などを検討するための大切な基礎資料として
活用しています。今回の調査では、個人の活動（アクティビティ）に着目し、シミュレータを開発し、様々な将来の変化を予測することで課題を把握し、
戦略を提案しています。

調査主体 東京都市圏交通計画協議会

調査圏域人口 3,659万人（H30.1 推計人口かつ5歳以上人口）
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調査対象圏域

対象地域は、東京都（島しょ部を除
く）、神奈川県、埼玉県、千葉県の全
域及び茨城県南部地域です。
この地域は「都市圏内居住者の定常
的な１日の行動（通勤や通学など）が
概ね完結する範囲」、「共通の交通問
題・課題として取り扱うべき都市圏交
通圏域として一体的なつながりを持つ
範囲」として設定しています。

調査体系

第6回PT調査では、パーソントリップ調査（交通実態調査）と携帯電話等から
得られる位置情報に関するビッグデータを組み合わせて分析を実施しています。
交通実態調査では、東京都市圏居住者の平日1日の移動を把握することとし、
都市圏内居住者の休日の移動や都市圏外居住者による都市圏内での移動は、
ビッグデータで把握することとしています。さらに10年間での活動の変化など
を補完調査で把握しています。
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世帯票

個人票

調査票

・世帯構成員の性別、年齢などの
個人属性

・世帯内の保有自動車数

※2019年(H31)度に
実施

※2018年(H30)度に
実施

・1日の行動
出発地、到着地、目的、交通手段
など

・日常生活の変化に関する調査
・働き方に関する実態調査
・新たなモビリティ、交通施策に
関する意向調査

主な調査内容

出典：新たなライフスタイルを実現する人中心のモビリティネットワークと生活圏（2021年3月）

出典：東京都市圏交通計画協議会資料

出典：都市交通調査ガイダンス
図 オンライン回答先行型調査手法フロー

図 対象圏域



標本設定の考え方

交通実態調査においては、「総合都市交通体系調査の手引き」にもとづき、計
画基本ゾーン別（615ゾーン）、移動目的別（4目的）、交通手段別（4手段）
の発生集中量が精度担保されるように標本率を設定しています。
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標本率および標本世帯数

出典：e-stat 東京都市圏パーソントリップ調査調査計画

交通実態調査

交通実態調査では、性別や年齢などの個人属性や、移動先やその際の交通手段、
目的などの1日の移動の詳細を調査しています。

標本率および標本世帯数

出典：新たなライフスタイルを実現する人中心のモビリティネットワークと生活圏（2021年3月）

調査票種類 調査項目

世帯票
現住所、世帯構成員の属性、性別、年齢、続柄、職業、就業形態、
運転免許、外出に関しての困難の有無、世帯年収、自動車・二輪
車の台数、所有有無

個人票

調査日、世帯票の何人目か、通勤先・通学先、勤務時間の固定の
有無、勤務先の就業時刻、在宅勤務の有無、外出の有無、出発
地・到着地、施設名、施設の種類、目的・活動の種類、出発時刻、
利用した交通手段、乗換地点、消費額、同行者数、駐車場・駐輪
場の有無、運転の有無、高速道路の利用有無

調査スケジュール

交通実態調査において、全体流れは下図の通り、Web先行はがきの発送から調
査票の回収までを調査対象期間において実施しています。

図 全体工程
出典：東京都市圏総合都市交通体系調査平成30年度街路交通調査成果
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検討体制

検討にあたっては、東京都市圏交通計画協議会が中心となって検討を進めると
ともに、学識経験者や国の関係部局等からなる技術検討会を設置して議論して
います。

■東京都市圏交通計画協議会の構成団体
・国土交通省 関東地方整備局
・茨城県 ・埼玉県 ・千葉県 ・東京都 ・神奈川県
・横浜市 ・川崎市 ・千葉市 ・さいたま市 ・相模原市
・独立行政法人都市再生機構 ・首都高速道路株式会社
・東日本高速道路株式会社 ・中日本高速道路株式会社

広報の取組
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ポスター

記者発表資料

パンフレット

出典：東京都市圏交通計画協議会資料

関東地方整備局twitter（現X）

出典：東京都市圏交通計画協議会資料

回収率

交通実態調査において、回収率は、28.1%（うち紙回答が15.2%、WEB回答が
12.8%）です。また、最終的な有効回答数は、16万世帯、31万人です。



調査票
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世帯票 個人票

出典：東京都市圏交通計画協議会資料



各種調査物件
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Web先行はがき 依頼状

出典：東京都市圏交通計画協議会資料



各種調査物件
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発送用封筒 返信用封筒

調査説明資料

出典：東京都市圏交通計画協議会資料



各種調査物件
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記入例

お礼兼督促状

出典：東京都市圏交通計画協議会資料


